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   札幌市税条例の一部を改正する条例 

 札幌市税条例（昭和２５年条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

(1) 附則第５条の２中「令和４年１月３１日」を「令和９年１月３１日」に改

め、「又は連結事業年度分」を削る。 

(2) 附則第５条の３第１項中「又は個別帰属法人税額」及び「又は連結事業年

度分」を削り、同条第２項中「法人税額又は個別帰属法人税額」を「法人税

額」に改め、「（法人税法第１０３条第１項又は第１０４条第１項に規定する

申告書に係る法人税額を除く。）」を削り、「又は個別帰属法人税額をいい、

法第３２１条の８第１２項」を「をいい、法第３２１条の８第２３項」に改

め、同条第３項中「次の各号に掲げる法人又は法人とみなされる社団等の区

分に応じ、当該各号に定める日」を「法第３２１条の８第１項に規定する法

人税額の課税標準の算定期間の末日」に改め、同項各号を削り、同条第４項

中「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第５項中「又は個別帰属法人税額

に係る連結法人税額の課税標準の算定期間」及び「又は当該個別帰属法人税

額に係る連結法人税額の課税標準の算定期間」を削り、同条第７項中「第４

条の７」を「第４条の３」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第５条の２の改正規定

（「又は連結事業年度分」を削る部分に限る。）及び附則第５条の３の改正規

定（同条第２項中「（法人税法第１０３条第１項又は第１０４条第１項に規

定する申告書に係る法人税額を除く。）」を削る部分を除く。）並びに次項及

び附則第３項の規定は、令和４年４月１日から施行する。 



（市民税に関する経過措置） 

２ 前項ただし書に規定する改正規定による改正後の札幌市税条例の規定中法

人の市民税に関する部分は、令和４年４月１日以後に開始する事業年度（所

得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法

附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭

和４０年法律第３４号。以下この項及び次項において「４年旧法人税法」と

いう。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子

法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１

項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が同日前に

開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

３ 令和４年４月１日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年

度が同日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び同日前に開

始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事

業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年

度が同日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については、

なお従前の例による。 

 

 （理 由） 

 本市の厳しい財政事情に対処し、地下鉄建設事業に係る市債の償還及び下水

道事業における維持管理に必要な財源の一部に充てることを目的として、市民

税の法人税割の税率の特例期間を５年間延長するなどの改正を行うため、本案

を提出する。 

 

 

 


